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日本は公務員が少ない国

日本は公務員数 (役人の数)が多いのか少ない

のか。また、どんな国で多いのか、少ないのか。

この点を確かめるために図 1に国際比較グラフを

掲げた。

これは、公務員数が多いか少ないかについて、

各国労働力調査の就業者総数を 100と する構成

比で比較したものである。

ここでは、産業分類上の「公務,国防,強制社

会保障事業J(Public administration and dcfencQ

comptllsOゥ sOcid scctl五り)の事業所に従事する者

を公務員としている。「強制社会保障事業Jは、国

連の国際標準産業分類 (ISIOer4)解説によれば「政

府の提供する社会保障事業の基金及び管理Jであ

る。国公立の学校。病院。福祉施設の従事者や交通、

郵便、水道などの公的企業の就業者は、法的な地

位が公務員であっても、それぞれの産業分野にカ

ウントされている点に注意が必要である。

図から明らかな通 り、日本は 3.7%と 公務員の

少ない国である。G7(主要先進国)の中でも最

も少ない (米国が日本に次いで少ない)。 特に女
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性公務員が 12%と その少なさが目立ってお り、

イスラム教国及びベ トナムを除くと対象国中で最

も少ない。

欧州債務危機で野放図な公務員雇用が話題 と

なったギリシャの公務員数は88%と 確かに多い。

学校・病院など役所以外で働 く公務員を合めると

さらに多いかも知れない。

グラフで一目瞭然な通 り、世界各国の公務員数

は国ごとにかなり異なっているが、男性公務員だ

け取 り出すと男女計ほどの違いはない。むしろ、

女性公務員の数の違いで各国の差が生じているこ

とが分かる。一般的な女性の社会進出度が影響し

ている倶J面もあるが、むしろ、女性公務員が担う

ことが多い対市民サービスに公務員を投入してい

る程度の差が大きく影響していると考えられる。

公務員数で特殊なのはバングラデシュとサゥジ

アラビアである。バングラデシュでは 1.2%と 極

端に少なく、サウジアラビアでは 13.4%と 極端

に多い。

サウジアラビアの公務員数の多さは産油国であ

ることが影響していると考えられる。サウジアラ
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就業者数「公務,国防,強制社会保障事業」分野比率 (%)

図 1 公務員数の国際比較 (2023年 )
注) 国際標準産業分類 (IS C)第 4版による LOの産業別就業者数。2023年 以外の年次は、イン ドネシア、ニュー
ジーラン ド2015年 、サウジアラビア 2019年 、 日本、 ウクライナ 2021年 、エジプ ト、マ レーシア 2022年 。
マ レーシアは 64歳以下。米国 16歳以上。ニュージーラン ドは施設にいる者,軍隊及び義務兵役にある者 を除 く。

資料)総務省統計局「世界の統計2025J(サ ウジアラビアは2022年版)、 LOSTAT(バ ングラデシュ)
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ビアでは行政 (公務員)が卸売小売業を除くと国

内の最大の雇用先となっている。

他方、バングラデシュは行政機能の発達が非常

に遅れているため、公務員数も少なくなっている。

私はかつて海外 NGO調 査 (2000年 )をバング

ラデシュで行ったことがあるが、市町村長や警察

官や学校の先生はいても、市町村役場にあたる行

政組織がそもそも不在であり、産業、福祉、衛生

などの行政課題についてのヒアリングをしようと

思っても担当者がいないことに衝撃を受けたこと

を思い出す。ダム建設による住民移住の事務も公

的機関ではなくNGOが行っていたりする。
また、両国は公務員数では両極端となっている

が、女
′
性の公務員が非常に少ない点では共通して

いる。イスラム教国であることが影響していると

考えられる。

イスラム教国のエジプト、 トルコも女性公務員
が少ない。ただし、同じイスラム教国でもマレー

シアは女性比率は大きくはないものの一定程度の

比率には達 してお り、「近代化」の程度がしのば

才tる。

GDP統計による公務員数と/AN務員
給与の国際比較

さらに、労働力調査ベースでなく、GDP統計

(SNA)ベースの公務員について、その数と給与

をOECD(経済協力開発機構)データで比較し、

同じ傾向があらわれているか確認しよう。
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一般政府の雇用者数 (Employment h general government)対 雇用者総数
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図 2 0ECD諸 国の公務員数
OECD Nat onal Accounts Stalst cs(database)に よる。
OECD,Government at a G ance 2025

公務員給与 (Compensalon of government emp oyees)対 GDP上し (2023年 )

図3 0ECD諸国の公務員給与
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注・資料)前図 と同 じ

SNAの 定義では、労働力調査とは異なり、国

公立の学校や保健・福祉施設の従業員は一般政府

の雇用者 (公務員)と なる。もっとも公営の病院、

交通機関、金融機関など公的企業の従業員は一般

政府の雇用者 (公務員)ではない。下水道は一般
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政府、上水道は公的企業というように主たる財源

が税金かどうかで区別される。

ここでは、各国のGDP統計から得られるデー
タに基づいた公務員数と公務員給与総額について

OECDの報告書が掲げている各国比較データを



図 2と 図 3に掲げた。

図から明らかな通 り、公務員数も

公務員給与も国全体に占める割合は

日本の場合 OECD諸国中最小であ
る。日本の場合、公務員の仕事範囲

が非常に絞られていることがうかが

われる。

日本ほど「小さな政府Jの国はな

いといってもよかろう。その理由と

しては、もともと日本人は国に依存

するのがきらいという倶J面と長く自

民党単独政権 (あ るいはその変形の

自公政権)が続き、他国のように国

政選挙のたびに、生活に困っている

国民を公務員に採用するという人気

取り政策を競わなくて済んできたと

いう要因の両方が考えられよう。

14

日本の公務員の給与水準は高いか

公務員数と公務員給与のデータとを突き合わせ

ることによって、応用問題を解 くように公務員の

給与水準を評価することが可能である。このため、

図 4に は、図 2～ 3に 掲げた 2つ の比率の相関

図を作成した。

OECD諸国の相関を見ると、当然ながら、公
務員数割合が大きいほど公務員給与の対 GDP比
は大きくなる。

しかし、注目するべきなのは、回帰傾向線の傾

きは 1よ りかなり小さいという点である (傾きは

0.2822)。 すなわち、公務員が増えるほどには公

務員給与は増えないことを示している。公務員が

5%の 日本では公務員給与が同等の 5%であるの

に対 して、公務員が 30%を 占めるノルウェーで

は公務員給与は 13%し かない。公務員割合が増

加するということは学校教育や保健福祉分野など

に従事する公務員やアドホックな雇用も増えると

雇用者総数に占める公務員数割合 (%)

図 4 0ECD諸 国の公務員給与水準 (2023年 )
注)  OECD National Accounts Stat stics(database)による。
資本斗)OECD,Covernment at a Glance 2025,Figure 1 3 1,Figure 1 6 12

いうことであり、女性比率も高まるということで

ある。そうであれば、高学歴で給与水準の高い行

政事務プロパーのキャリア公務員の割合は少なく

なり、給与水準も下がってくるという傾向をこれ

はあらわしている。

そうであれば、こうした関係をあらわしてい

る回帰傾向線より上の国は、相対的に給与水準

が高 く、下の国は給与水準が低いと評価できよ

う。点線で書き入れた回帰傾向線よりかなり上

のコスタリカ、スペイン、ベルギーなどは給与

水準が高く、回帰傾向線よりかなり下のスウェー

デン、スイス、アイルランドなどは給与水準が

低いと言えよう。

日本の場合は、図の左下に位置しており給与水

準自体は高いが、回帰傾向線より下に位置してお

り、キャリア公務員が多いという職種内容から言

えば給与水準はむしろ低い方だと考えられる。
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